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１－１－６ ＣＯＲＩＮＳへの登録 

受注者は、受注時または変更時において工事請負金額が 500 万円以上の工事について、工事実績情報サー

ビス（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として「登録のための確認のお願い」を作

成し監督員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、登録内容の変

更時は変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜

日、祝日等を除き 10 日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請しなければならない。 

登録対象は、工事請負金額が 500 万円以上の全ての工事とし、受注、変更、完成、訂正時にそれぞれ登録す

るものとする。なお、変更登録は工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金のみ変更の場

合は、原則として登録を必要としない。ただし、工事請負金額変更により配置技術者の専任が必要または不要と

なった場合は変更登録を行うものとする。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際には、その写しを速やかに監督員に提出する。

なお、土日、祝日を除き変更時と完成時の間が 10 日間に満たない場合は、変更時の提出を省略できる。 

 

 

 

 

 

 

 

１－１－11 施工体制台帳 

１ 一般事項 

受注者は、工事を施工するために下請契約を締結した場合、国土交通省令及び「施工体制台帳に係る書類

の提出について」（令和 3 年 3 月 5 日付け国官技第 319 号、国営建技第 16 号、令和 3 年 3 月 22 日付け国港

技第 90 号）に従って記載した施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、その写しを監督員に提出し

なければならない。 

２ 施工体系図 

第 1 項の受注者は、国土交通省令及び「施工体制台帳に係る書類の提出について」（令和 3 年 3 月 5 日付

け国官技第 319 号、国営建技第 16 号、令和 3 年 3 月 22 日付け国港技第 90 号）に従って、各下請負者の施

工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従

って、工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げるとともにその写しを監督員に提出しなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－１－６ ＣＯＲＩＮＳへの登録 

受注者は、受注時または変更時において工事請負金額が 500 万円以上の工事について、工事実績情報サー

ビス（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として「登録のための確認のお願い」を作

成し監督員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、登録内容の変

更時は変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜

日、祝日等を除き 10 日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請しなければならない。 

登録対象は、工事請負金額が 500 万円以上の全ての工事とし、受注、変更、完成、訂正時にそれぞれ登録す

るものとする。なお、変更登録時は、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとし、工事請負代金のみ変更

の場合は、原則として登録を必要しない。ただし、工事請負代金 3,500 万円を超えて変更する場合には変更登

録を行うものとする。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際には、その写しを速やかに監督員に提出する。

なお、土日、祝日を除き変更時と完成時の間が 10 日間に満たない場合は、変更時の提出を省略できる。 

 

 

 

 

 

 

 

１－１－11 施工体制台帳 

１ 一般事項 

受注者は、工事を施工するために下請契約を締結した場合、国土交通省令及び「施工体制台帳に係る書類

の提出について」（平成 30 年 12 月 20 日付け国官技第 62 号、国営整第 154 号、平成 27 年 3 月 27 日付け国

港技第 123 号、平成 27 年 3 月 16 日付け国空安保第 763 号、国空交企第 643 号）に従って記載した施工体制

台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、その写しを監督員に提出しなければならない。 

２ 施工体系図 

第 1 項の受注者は、国土交通省令及び「施工体制台帳に係る書類の提出について」（平成 27 年 3 月 30 日

付け国官技第 325 号、国営整第 292 号、平成 27 年 3 月 27 日付け国港技第 123 号、平成 27 年 3 月 16 日付

け国空安保第 763 号、国空交企第 643 号）に従って、各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図を

作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、工事関係者が見やすい場所及び

公衆が見やすい場所に掲げるとともにその写しを監督員に提出しなければならない。 
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提出書類の見

直し 

 

P11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事日報の取

扱い見直し 

 

P20 

 

 

 

 

 

確認・立会願の

運用見直し 

 

P32 

 

 

 

 

１－１－19 建設副産物 

 

～（略）～ 

 

７ 提出書類 

受注者は、建設副産物の処理にあたり、以下のものを監督員に提出しなければならない。なお、以下のもの

は第４項及び第５項に定める以外の書類を示す。 

建設発生土の関係書類 

確認届（受入地・仮置場） 

※指定処分Ｂ及び確認処分、指定処分Ａで仮置場を使

用する場合に提出する。 

建設発生土搬出のお知らせ 

コンクリート塊等及び建設リサ

イクル資材の関係書類 

コンクリート塊等搬入完了報告書 

建設リサイクル資材利用報告書 

建設発生木材等の関係書類 建設発生木材等搬入完了報告書 

 

 

 

 

 

 

１－１－26 履行報告 

受注者は、契約書第 11 条の規定に基づき、履行状況を所定の様式（履行報告書、工事日報等）を作成し、

監督員に提出しなければならない。なお、工事日報については、受注者からの申し出により、監督員に確認の

上、工事週報に替えることができる。 

 

 

 

 

 

１－１－46 監督員による立会等 

１ 立会願の提出 

受注者は設計図書に従って、監督員の立会が必要な場合は、あらかじめ立会願を所定の様式により監督員

に提出しなければならない。なお、段階確認書及び材料検査（確認）願を監督員へ提出する場合については、

確認・立会願の提出を省略することができる。 

 

～（略）～ 

 

 

 

 

１－１－19 建設副産物 

 

～（略）～ 

 

７ 提出書類 

受注者は、建設副産物の処理にあたり、以下のものを監督員に提出しなければならない。なお、以下のもの

は第４項及び第５項に定める以外の書類を示す。 

建設発生土の関係書類 

確認届（受入地・仮置場） 

※指定処分Ｂ及び確認処分、指定処分Ａで仮置場を使用す

る場合に提出する。 

建設発生土搬出のお知らせ 

コンクリート塊等及び建

設リサイクル資材の関係

書類 

コンクリート塊等搬入（変更）証明書 

コンクリート塊等搬入完了報告書 

建設リサイクル資材利用（変更）計画書 

建設リサイクル資材利用報告書 

建設発生木材等の関係

書類 

建設発生木材等搬入（変更）証明書 

建設発生木材等搬入完了報告書 

 

 

 

１－１－26 履行報告 

受注者は、契約書第 11 条の規定に基づき、履行状況を所定の様式（履行報告書、工事日報等）を作成し、

監督員に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

１－１－46 監督員による立会等 

１ 立会願の提出 

受注者は設計図書に従って、監督員の立会が必要な場合は、あらかじめ立会願を所定の様式により監督員

に提出しなければならない。 

 

～（略）～ 
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追記 

 

P80 

 

 

 

記載内容の 

修正 

 

P93 

 

 

 

２－２－８ 材料検査（確認）願 

指定材料、水道用材料、その他設計図書において指定された工事材料は、「材料検査（確認）願」を事前

に監督員に提出し監督員の確認を受ける。（付編 参考資料参照） 

 

 

 

２－６－５ フィラー 

１ フィラー 

フィラーは、石灰岩やその他の岩石を粉砕した石粉、消石灰、セメント、回収ダスト及び他産業再生資材（フラ

イアッシュ、鉄鋼スラグ）などを用いる。石灰岩を粉砕した石粉の水分量は 1.0％以下のものを使用する。 

２ 石灰岩の石粉等の粒度範囲 

石粉、回収ダスト及び他産業再生資材（フライアッシュ、鉄鋼スラグ）の粒度範囲は表２－６－１４の規格に適

合するものとする。 

 

表２－６－１４ 石粉、回収ダスト及び他産業再生資材(フライアッシュ、鉄鋼スラグ)の粒度範囲 

ふるい目（μm） ふるいを通るものの質量百分率 ％ 

600 100 

150 90～100 

75 70～100 

 

３ 石灰岩以外の石粉の規定 

石灰岩以外の岩石を粉砕した石粉及び他産業再生資材（フライアッシュ、鉄鋼スラグ）をフィラーとして用いる

場合は表２－６―１５の規格に適合するものとする。 

 

表２－６－１５ 石灰岩以外の岩石を粉砕した石粉及び他産業再生資材（フライアッシュ、鉄鋼スラグ）をフィラーとし

て使用する場合の規定 

 項  目   規   定  

 塑 性 指 数 （ Ｐ Ｉ ）   4 以 下  

 フ ロ ー 試 験 ％   5 0 以 下  

 吸 水 膨 張 ％   3 以 下  

 剥 離 試 験   1 / 4 以 下  

 

 

～（略）～ 

 

 

 

 

２－２－８ 材料検査（確認）願 

指定材料、水道用材料、その他設計図書において指定された工事材料は、「材料検査（確認）願」を事前

に監督員に提出し監督員の確認を受ける。 

 

 

 

２－６－５ フィラー 

１ フィラー 

フィラーは、石灰岩やその他の岩石を粉砕した石粉、消石灰、セメント、回収ダスト及びフライアッシュなどを

用いる。石灰岩を粉砕した石粉の水分量は 1.0％以下のものを使用する。 

２ 石灰岩の石粉等の粒度範囲 

石粉、回収ダスト及びフライアッシュの粒度範囲は表２－６－１４の規格に適合するものとする。 

 

表２－６－１４ 石粉、回収ダスト及びフライアッシュの粒度範囲 

ふるい目（μm） ふるいを通るものの質量百分率 ％ 

600 100 

150 90～100 

75 70～100 

 

３ 石灰岩以外の石粉の規定 

フライアッシュ、石灰岩以外の岩石を粉砕した石粉をフィラーとして用いる場合は表２－６―１５の規格に適合

するものとする。 

 

表２－６－１５ フライアッシュ、石灰岩以外の岩石を粉砕した石粉をフィラーとして使用する場合の規定 

 項  目   規   定  

 塑 性 指 数 （ Ｐ Ｉ ）   4 以 下  

 フ ロ ー 試 験 ％   5 0 以 下  

 吸 水 膨 張 ％   3 以 下  

 剥 離 試 験   1 / 4 以 下  

 

 

 

 

～（略）～ 
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記載内容の 

修正 

 

P96 

 

 

 

２－６－７ 再生砂(RC-10)の使用 

１ 一般事項 

再生砂(RC-10)（以下、「再生砂」という）とは、建設廃材（コンクリート塊、アスファルトコンクリート塊、路盤材）

を破砕し製造する再生砂のうち、コンクリート塊分を含むものをいう。 

２ 測定方法 

透水性を有し、浸透した水が土壌又は公共用水域へ拡散するおそれがある箇所に、工作物の埋め戻し材料

等として再生砂を利用する際には、六価クロムについて、平成３年８月 23日付け環境庁告示第 46号に規定され

ている測定方法に基づき、あらかじめ土壌の汚染に係る環境基準に適合することを確認する。 

３ 確認方法 

  受注者は、再生砂を使用する場合、製造者側から試験結果報告書を入手し六価クロムに係る環境基準の適

合を確認した上で、監督員に報告書を提出し、確認を受ける。 

４ 品質 

使用する再生砂の品質等については、「２－６－７ コンクリート塊等処理指定工場から調達する再生骨材等」

による。 

５ 指定登録工場 

再生砂を使用する場合は、原則として、指定登録工場の製品を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－６－７ 再生砂(RC-10)の使用 

１ 一般事項 

再生砂(RC-10)（以下、「再生砂」という）とは、建設廃材（コンクリート塊、アスファルトコンクリート塊、路盤材）

を破砕し製造する再生砂のうち、コンクリート塊分を含むものをいう。 

２ 測定方法 

透水性を有し、浸透した水が土壌又は公共用水域へ拡散するおそれがある箇所に、工作物の埋め戻し材料

等として再生砂を利用する際には、六価クロムについて、平成３年８月 23日付け環境庁告示第 46号に規定され

ている測定方法に基づき、あらかじめ土壌の汚染に係る環境基準に適合することを確認する。 

３ 試験確認 

(1)各工事で１購入先当り１検体の試験を行う。 

(2)この試験については、工事受注者（現場代理人等）の立会いのもと採取した試料により製造者側が、品質

管理の一貫として自らの費用を持って行う。 

(3)工事請負者は、再生砂を使用する場合、製造者側から試験結果報告書を入手し六価クロムにかかわる環

境基準の適合を確認した上で、監督員に報告書を提出し、確認を受ける。 

４ 品質 

使用する再生砂の品質等については、「２－６－７ コンクリート塊等処理指定工場から調達する再生骨材等」

による。 

５ 指定登録工場 

再生砂を使用する場合は、原則として、指定登録工場の製品を使用する。 
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記載内容の 

修正 

 

P109 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載内容の 

修正 

 

P116 

 

 

 

S50 形に係る記

載を追記 

 

P124 

 

 

 

第１節 土 工 

１－１－１ 一般事項 

１ 適用工種 

本節は、水道工事における管路工事等として掘削工、盛土工その他これらに類する工種について適用する。 

２ 適用規定 

本章に特に定めのない事項については、第１編第２章材料編の規定による。 

３ 適用すべき諸基準 

受注者は、設計図書において特に定めのない事項について、次の基準類（原則、最新のもの）による。これに

より難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。 

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある場合は

監督員と協議しなければならない。 

日本道路協会 道路土工要綱                    

日本道路協会 道路土工－軟弱地盤対策工指針            

日本道路協会 道路土工－盛土工指針                

日本道路協会 道路土工－切土工・斜面安定工指針          

建設省 堤防余盛基準について                   

国土交通省 建設副産物適正処理推進要綱              

国土交通省 建設汚泥処理土利用技術基準              

国土交通省 発生土利用基準                    

国土技術研究センター 河川土工マニュアル             

土木研究センター 建設発生土利用技術マニュアル           

土木研究センター ジオテキスタイルを用いた補強土の設計施工マニュアル 

 

土木研究センター 多数アンカー式補強土壁工法 設計・施工マニュアル 

 

土木研究センター 補強土（テールアルメ）壁工法 設計・施工マニュアル 

 

 

 

１－３－３ 耐震管接合作業者の資格 

耐震形ダクタイル鋳鉄管の接合を行う作業者は、当局が過去に開催していた耐震形ダクタイル鋳鉄管接合技

術講習の受講者または、日本ダクタイル鉄管協会主催の「継手接合研修会」、日本水道協会主催の「配水管工

技能講習会」等と同等以上の講習会受講者としなければならない。 

 

 

 

１－３－19 明示シート敷設 

明示シート敷設については、次により行わなければならない。 

(1) 新たに布設する送配水管及び給水管については、明示シートを敷設する。敷設するシートについては、管

径 75 ㎜以上は幅 40 ㎝、管径 50 ㎜以下は幅 15 ㎝のものを使用する。ただし、S50 形ダクタイル鋳鉄管につ

いては幅 40cm のものを使用すること。 

 

～（略）～ 

 

 

 

 

第１節 土 工 

１－１－１ 一般事項 

１ 適用工種 

本節は、水道工事における管路工事等として掘削工、盛土工その他これらに類する工種について適用する。 

２ 適用規定 

本章に特に定めのない事項については、第１編第２章材料編の規定による。 

３ 適用すべき諸基準 

受注者は、設計図書において特に定めのない事項について、次の基準類による。これにより難い場合は、監

督員の承諾を得なければならない。 

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある場合は

監督員と協議しなければならない。 

日本道路協会 道路土工要綱                   （平成 21 年６月） 

日本道路協会 道路土工－軟弱地盤対策工指針           （平成 24 年８月） 

日本道路協会 道路土工－盛土工指針               （平成 22 年４月） 

日本道路協会 道路土工－切土工・斜面安定工指針         （平成 21 年６月） 

建設省 堤防余盛基準について                  （昭和 44 年１月） 

国土交通省 建設副産物適正処理推進要綱             （平成 14 年５月） 

国土交通省 建設汚泥処理土利用技術基準             （平成 18 年６月） 

国土交通省 発生土利用基準                   （平成 18 年８月） 

国土技術研究センター 河川土工マニュアル            （平成 21 年４月） 

土木研究センター 建設発生土利用技術マニュアル         （平成 25 年 12 月）  

土木研究センター ジオテキスタイルを用いた補強土の設計施工マニュアル 

 （平成 25 年 12 月） 

土木研究センター 多数アンカー式補強土壁工法 設計・施工マニュアル 

（平成 26 年８月） 

土木研究センター 補強土（テールアルメ）壁工法 設計・施工マニュアル 

（平成 26 年８月） 

 

 

１－３－３ 耐震管接合作業者の資格 

耐震形ダクタイル鋳鉄管の接合を行う作業者は、局の耐震形ダクタイル鋳鉄管接合技術講習受講者または、

日本ダクタイル鋳鉄管協会主催の「継手接合研修会」、日本水道協会主催の「配水管工技能講習会」等と同等

以上の講習会受講者としなければならない。 

 

 

 

１－３－19 明示シート敷設 

明示シート敷設については、次により行わなければならない。 

(1) 新たに布設する送配水管及び給水管については、明示シートを敷設する。敷設するシートについては、管

径 75 ㎜以上は幅 40 ㎝、管径 50 ㎜以下は幅 15 ㎝のものを使用する。 

 

～（略）～ 
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S50 形に係る記

載を追記 

 

P127 

 

第４節 ダクタイル鋳鉄管接合 
１－４－１ 一般事項 

ダクタイル鋳鉄管接合にあたっては、次により実施しなければならない。 

(1) 接合に先立ち、接合の方法や順序、継手の付属部品及び必要な器具、工具等を点検確認する。 

(2) 挿し口部の外面、受け口部の内面、押輪及びゴム輪等に付着している油、砂、その他の異物を完全に取り

除く。 

(3) ダクタイル鋳鉄管の接合にあたり滑剤を使用する場合は「ダクタイル管継手用滑剤」を使用する。なお、ゴム

輪に悪影響を及ぼし衛生上有害な成分を含むグリース等の油類や中性洗剤、プラスチック管用滑剤は絶対

に使用してはならない。 

(4) ボルト・ナットの締付においては、仮締め、追締めを順序良く行い、全箇所トルクレンチにて締付けトルクを

確認する。 

(5) 接合完了後、埋戻し前に継手の状態及びボルトの締付け具合を再度確認する。 

(6) 全ての継手接合箇所においてチェックシート等を使用し、接合状態を管理する。 

チェックシートは日報とともに提出する。また、検査書類として提出する。（チェックシートは参考資料参照） 

(7) 接合に不具合が認められるときは、継手を解体しゴム輪を交換して接合をやり直す。 

(8) ＧＸ形、ＮＳ形、Ｋ形、Ｓ５０形の切管最小寸法は表１－４－１のとおり、継輪胴付間隔は表１－４－２のとお

り、それぞれを参考とする。 

(9) ＧＸ形の切管と直管受け口及び異形管受け口との接合方法は、設計図書及び「配水工事設計基準」に基

づき施工すること。 

(10) 本仕様書に記載がないものについては、日本ダクタイル鉄管協会が発行している「接合要領書」を確認し

施工すること。 

 表１－４－１ 切管最小寸法 
単位（mm）

甲切管 乙切管 甲切管 乙切管 甲切管 乙切管 甲切管 乙切管
50 - - - - - - 705 860
75 700 770 800 810 640 560 - -
100 720 770 810 820 650 580 - -
150 740 770 840 860 650 580 - -
200 740 770 840 860 660 580 - -
300 760 820 960 1000 660 580 - -
400 970 1020 970 1020 660 580 - -
500 - - 910 1010 790 700 - -
600 - - 920 1020 790 700 - -
700 - - 950 1120 790 700 - -
800 - - 960 1140 - - - -
900 - - 970 1150 - - - -
1000 - - 1090 1150 - - - -

※　S50形ダクタイル鋳鉄管の切管寸法は切管挿し口を直管受口に接合する場合。
　詳細な切管寸法の考え方は「S50形ダクタイル鉄管管路設計 (JDPA T 59）」を参照。

Ｓ５０形
※ＧＸ形 ＮＳ形 Ｋ形

呼び径

 
表１－４－２ 継輪胴付間隔 

 

単位（mm）

呼び径 ＧＸ形 ＮＳ形 Ｓ５０形

50 - - 220
75 190 220 -
100 200 220 -
150 240 250 -
200 250 250 -
300 300 300 -
400 300 300 -
500 - 260 -
600 - 260 -
700 - 300 -
800 - 305 -
900 - 305 -
1000 - 310 -  

 
 

 

第４節 ダクタイル鋳鉄管接合 
１－４－１ 一般事項 

ダクタイル鋳鉄管接合にあたっては、次により実施しなければならない。 

(1) 接合に先立ち、接合の方法や順序、継手の付属部品及び必要な器具、工具等を点検確認する。 

(2) 挿し口部の外面、受け口部の内面、押輪及びゴム輪等に付着している油、砂、その他の異物を完全に取り

除く。 

(3) ダクタイル鋳鉄管の接合にあたり滑剤を使用する場合は「ダクタイル管継手用滑剤」を使用する。なお、ゴム

輪に悪影響を及ぼし衛生上有害な成分を含むグリース等の油類や中性洗剤、プラスチック管用滑剤は絶対

に使用してはならない。 

(4) ボルト・ナットの締付においては、仮締め、追締めを順序良く行い、全箇所トルクレンチにて締付けトルクを

確認する。 

(5) 接合完了後、埋戻し前に継手の状態及びボルトの締付け具合を再度確認する。 

(6) 全ての継手接合箇所においてチェックシート等を使用し、接合状態を管理する。 

チェックシートは日報とともに提出する。また、検査書類として提出する。（チェックシートは参考資料参照） 

(7) 接合に不具合が認められるときは、継手を解体しゴム輪を交換して接合をやり直す。 

(8) ＧＸ形、ＮＳ形、Ｋ形の切管最小寸法は表１－４－１のとおり、継輪胴付間隔は表１－４－２のとおり、それぞ

れを参考とする。 

(9) ＧＸ形の切管と直管受け口及び異形管受け口との接合方法は、設計図書及び「配水工事設計基準」に基

づき施工すること。 

(10) 本仕様書に記載がないものについては、日本ダクタイル鋳鉄管協会が発行している「接合要領書」を確認

し施工すること。 

 表１－４－１ 切管最小寸法 
単位（㎜）

甲切管 乙切管 甲切管 乙切管 甲切管 乙切管
75 700 770 800 810 640 560
100 720 770 810 820 650 580
150 740 770 840 860 650 580
200 740 770 840 860 660 580
300 760 820 960 1000 660 580
400 970 1020 970 1020 660 580
500 910 1010 790 700
600 920 1020 790 700
700 950 1120 790 700
800 960 1140
900 970 1150
1000 1090 1150

呼び径
ＧＸ形 ＮＳ形 Ｋ形

 
表１－４－２ 継輪胴付間隔 

 

単 位 ( m m )

呼 び 径 Ｇ Ｘ 形 Ｎ Ｓ 形
75 1 90 2 2 0

1 0 0 2 0 0 2 2 0
1 5 0 2 4 0 2 5 0
2 0 0 2 5 0 2 5 0
3 0 0 3 0 0 3 0 0
4 0 0 3 0 0 3 0 0
5 0 0 2 6 0
6 0 0 2 6 0
7 0 0 3 0 0
8 0 0 3 0 5
9 0 0 3 0 5

1 0 0 0 3 1 0  
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S50 形に係る記

載を追記 

 

P144 

 

 

 

記載内容の 

修正 

 

P152 

 

 

 

１－４－８ Ｓ５０形ダクタイル鋳鉄管の接合 

１ S50 形ダクタイル鋳鉄管の接合については、日本ダクタイル鉄管協会が発行する「S50 形ダクタイル鉄管 接

合要領書」に基づいて施工すること。 

２ その他、施工方法や品質管理方法などは本標準仕様書及び日本ダクタイル鉄管協会発行の技術資料に従

って行うこと。 

 

 

１－９－４ 給水台帳の訂正 

(1) 給水管付替工事を行った給水台帳の修正とし、「給水台帳修正（Ａ４たて、様式は参考資料参照）」を作成

する。記作成にあたっては次の事項を記入する。 

① 水栓番号  

② 装置場所 

③ 工事場所、工事名 

④ 受注者名 

⑤ 給水管付替業者名 

⑥ 本管管種口径、給水管管種口径 

⑦ 位置図 

⑧ 平面図 

ア 本管管種、口径 

イ 道路幅員及び本管占用位置 

ウ 新設給水管の管種、口径 

エ 分岐位置オフセット 

オ 宅地内引き込み位置または道路内で既設管と接続した箇所のオフセット 

カ 道路内付替延長（新設管平面距離） 

キ 宅地内付替延長（官民境から付替位置までの平面距離） 

ク 新設給水管と接続した既設給水管の管種、口径 

 なお、宅内引き込みまでに、布設位置・土被りに変更がある場合は、その位置のオフセットも記入する。

また、障害物等で上越しや下越しをした場合、立面図を作成する 

ケ 量水器前後を配管した場合は、管種（形状）、口径 

コ 道路上に筐を設置した場合、青銅仕切弁等のオフセット 

⑨ 位置図 

⑩ 完成年月 

(2) 給水台帳修正の作成にあたっては、凡例を参考にする。新設管は既設管より太い線で明瞭に記入する。

（付編 参考資料参照）。 

(3) 給水台帳修正は完成検査書類として監督員に提出する。 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

１－９－４ 給水台帳の訂正 

(1) 給水管付替工事を行った給水台帳の修正とし、「給水台帳修正（Ａ４たて、様式は参考資料参照）」を作成

する。記作成にあたっては次の事項を記入する。 

① 水栓番号  

② 装置場所 

③ 工事場所、工事名 

④ 受注者名、現場代理人名 

⑤ 給水管付替業者名 

⑥ 本管管種口径、給水管管種口径 

⑦ 位置図 

⑧ 平面図 

ア 本管管種、口径 

イ 道路幅員及び本管占用位置 

ウ 新設給水管の管種、口径 

エ 分岐位置オフセット 

オ 宅地内引き込み位置のオフセット 

カ 道路内付替延長（新設管平面距離） 

キ 宅地内付替延長（官民境から付替位置までの平面距離） 

ク 新設給水管と接続した既設給水管の管種、口径 

 なお、宅内引き込みまでに、布設位置・土被りに変更がある場合は、その位置のオフセットも記入する。

また、障害物等で上越しや下越しをした場合、立面図を作成する 

ケ 量水器前後を配管した場合は、管種（形状）、口径 

コ 道路上に筐を設置した場合、青銅仕切弁等のオフセット 

⑨ 明細図、管網図のページ及び位置 

⑩ 完成年月 

(2) 給水台帳修正の作成にあたっては、凡例を参考にする。記入は耐水性のペン（スキャナーでの取りこみの

ため）を使用し、新設管は既設管より太い線で明瞭に記入する。（付編 参考資料参照）。 

(3) 給水台帳修正は完成検査書類として監督員に提出する。 
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記載内容の 

修正 

 

P152 

 

 

 

第１０節 路面復旧工 

１－１０－１ 一般事項 

１ 適用工種 

本節は、路面復旧工として舗装準備工、アスファルト舗装工、半たわみ性舗装工、排水性舗装工、透水性舗

装工、ポーラスアスファルト舗装工、コンクリート舗装工、薄層カラー舗装工、ブロック舗装工、路面切削工、オ

ーバーレイ工、区画線工その他これらに類する工種について定める。 

２ 路面許可条件 

路面復旧条件が設計図書、道路管理者の許可条件と異なる場合は、設計図書に関して監督員と協議する本

章に特に定めのない事項については、第２章材料編の規定による。 

３ 適用すべき諸基準 

受注者は、設計図書において特に定めのない事項について、下記の基準類（原則、最新のもの）による。これ

により難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。 

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある場合は

監督員と協議しなければならない。 

(1) 舗装共通 

日本道路協会 舗装調査・試験法便覧                

日本道路協会 舗装設計施工指針                  

日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書解説         

日本道路協会 転圧コンクリート舗装技術指針（案）         

日本道路協会 舗装施工便覧                    

日本道路協会 舗装再生便覧                    

日本道路協会 視線誘導標設置基準・同解説             

(2) 国道 

国土交通省 道路占用工事共通指示書 

国土交通省 土木工事共通仕様書 

(3) 県道 

神奈川県 道路占用工事共通仕様書 

神奈川県 土木工事共通仕様書 

神奈川県 土木工事施工管理基準 

(4) 市町村道 

各市町村の道路占用許可基準、道路占用工事要綱等 

 

～（略）～ 

 

 

 

 

第１０節 路面復旧工 

１－１０－１ 一般事項 

１ 適用工種 

本節は、路面復旧工として舗装準備工、アスファルト舗装工、半たわみ性舗装工、排水性舗装工、透水性舗

装工、ポーラスアスファルト舗装工、コンクリート舗装工、薄層カラー舗装工、ブロック舗装工、路面切削工、オ

ーバーレイ工、区画線工その他これらに類する工種について定める。 

２ 路面許可条件 

路面復旧条件が設計図書、道路管理者の許可条件と異なる場合は、設計図書に関して監督員と協議する本

章に特に定めのない事項については、第２章材料編の規定による。 

３ 適用すべき諸基準 

受注者は、設計図書において特に定めのない事項について、下記の基準類による。これにより難い場合は、

監督員の承諾を得なければならない。 

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある場合は

監督員と協議しなければならない。 

(1) 舗装共通 

日本道路協会 舗装調査・試験法便覧               （平成 19 年６月） 

日本道路協会 舗装設計施工指針                 （平成 22 年４月） 

日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書解説        （平成４年 12 月） 

日本道路協会 転圧コンクリート舗装技術指針（案）        （平成２年 11 月） 

日本道路協会 舗装施工便覧                   （平成 18 年２月） 

日本道路協会 舗装再生便覧                   （平成 22 年 12 月） 

日本道路協会 視線誘導標設置基準・同解説            （昭和 59 年 10 月） 

(2) 国道 

国土交通省 道路占用工事共通指示書 

国土交通省 土木工事共通仕様書 

(3) 県道 

神奈川県 道路占用工事共通仕様書 

神奈川県 土木工事共通仕様書 

神奈川県 土木工事施工管理基準 

(4) 市町村道 

各市町村の道路占用許可基準、道路占用工事要綱等 

 

～（略）～ 
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改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

 

 

 

 

 

中温化混合物

の記載を追加 

 

P163 

 

 

 

１－１０－７ アスファルト舗装工 

 

～（略）～ 

 

４ 加熱アスファルト安定処理の規定 

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合に、以下の各規定による。なお、ここで使用す

る加熱アスファルト安定処理路盤材は、常設のアスファルト混合所において製造されたものでなければならな

い。また、混合所において機械式フォームド装置等によって、アスファルトを発泡させて製造されたものも対象と

する。 

(1) 主に使用アスファルトの温度－粘度曲線から設定された最適な温度条件で製造された混合物を通常混合

物とし、通常混合物と比較して 10℃以上温度低減を行い、かつ通常混合物と同等以上の締固め性能を確保

できる温度条件で製造された混合物を中温化混合物とする。 

(2) 加熱アスファルト安定処理路盤材は、表１－１０－１２に示すマーシャル安定度試験基準値に適合するもの

とする。供詩体の突固め回数は両面各々50 回とするものとする。 

 

～（略）～ 

 

(6) 受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物の排出時（出荷時）の温度について監督員の承諾を得なけれ

ばならない。また、その変動は承諾を得た温度に対して±25℃の範囲内としなければならない。 

(7) 受注者は、中温化混合物の場合、最低３水準の締固め温度により供試体を作製し、温度－突固め度のグラ

フから通常混合物と同等以上の締固め性能を確保できる温度低減性能を求め、それを基に排出時（出荷時）

の温度を定め監督員の承諾を得るものとする。ここで、供試体の作製については、「舗装調査・試験法便覧

B001マーシャル安定度試験方法」の供試体の作製を準用するものとし、温度－突固め度のグラフの作成方法

については、図 1-10-1 に示す直線で結ぶ方法のほか、最適と判断できる近似式を用いて算出してもよい。 

 
図 1-10-1 温度－突固め度のグラフ（作成例） 

 

～（略）～ 

 

 

 

 

１－１０－７ アスファルト舗装工 

 

～（略）～ 

 

４ 加熱アスファルト安定処理の規定 

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合に、以下の各規定による。 

 

 

 

（追加） 

 

 

(1) 加熱アスファルト安定処理路盤材は、表１－１０－１２に示すマーシャル安定度試験基準値に適合するもの

とする。供詩体の突固め回数は両面各々50 回とするものとする。 

 

～（略）～ 

 

(5) 受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物の排出時の温度について監督員の承諾を得なければならな

い。また、その変動は承諾を得た温度に対して±25℃の範囲内としなければならない。 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～（略）～ 
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改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

 

中温化混合物

の記載を追加 

 

P164 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中温化混合物

の記載を追加 

 

P172 

 

 

 

中温化混合物

の記載を追加 

 

P173 

 

 

 

５ 表層及び基層の規定 

受注者は、表層及び基層の施工を行う場合に、以下の各規定によらなければならない。なお、ここで使用する

加熱アスファルト混合物は、常設のアスファルト混合所において製造されたものでなければならない。また、混

合所において機械式フォームド装置等によって、アスファルトを発泡させて製造されたものも対象とする。 

(1) 主に使用アスファルトの温度－粘度曲線から設定された最適な温度条件で製造された混合物を通常混合

物とし、通常混合物と比較して 10℃以上温度低減を行い、かつ通常混合物と同等以上の締固め性能を確保

できる温度条件で製造された混合物を中温化混合物とする。 

 

～（略）～ 

 

(8) 表層および基層用の加熱アスファルトの基準密度は、監督員の承諾を得た現場配合により製造した最初の

１～２日間の混合物から、午前・午後おのおの３個のマーシャル供試体を作成し、次式により求めたマーシャ

ル供試体の密度の平均値を基準密度とする。中温化混合物の基準密度は、通常混合物の標準締固め温度

で作製した供試体から得られた密度とする。 

 

～（略）～ 

 

 

１－１０－１１ コンクリート舗装工 

 

～（略）～ 

 

４ 加熱アスファルト安定処理の規定 

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合に、以下の各規定に従わなければならない。

また、中温化混合物を用いる場合は、第２編 第１章 第 10 節 1-10-7 アスファルト舗装工 4.加熱アスファルト

安定処理の規定による。 

 

～（略）～ 

 

５ アスファルト中間層の規定 

受注者は、アスファルト中間層の施工を行う場合に、以下の各規定に従わなければならない。また、中温化混

合物を用いる場合は、第２編 第１章 第 10 節 1-10-7 アスファルト舗装工 5.基層及び表層の規定による。 

 

～（略）～ 

 

 

 

 

 

５ 表層及び基層の規定 

受注者は、表層及び基層の施工を行う場合に、以下の各規定によらなければならない。 

 

 

（追加） 

 

 

 

～（略）～ 

 

(7) 表層および基層用の加熱アスファルトの基準密度は、監督員の承諾を得た現場配合により製造した最初の

１～２日間の混合物から、午前・午後おのおの３個のマーシャル供試体を作成し、次式により求めたマーシャ

ル供試体の密度の平均値を基準密度とする。 

 

 

～（略）～ 

 

 

１－１０－１１ コンクリート舗装工 

 

～（略）～ 

 

４ 加熱アスファルト安定処理の規定 

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合に、以下の各規定に従わなければならない。 

 

 

 

～（略）～ 

 

５ アスファルト中間層の規定 

受注者は、アスファルト中間層の施工を行う場合に、以下の各規定に従わなければならない。 

 

 

～（略）～ 
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・ 施工体系図（作成例）---------------------------------------------------- P. 13 
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・ 作業員名簿------------------------------------------------------------ P. 16 
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・ 管種、管径の簡略記号-------------------------------------------------- P. 13 

・ ＳＩ単位換算率表------------------------------------------------------ P. 15 
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・ 施工計画書作成例------------------------------------------------------ P. 38 
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書式削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

（書式） 

 

 

 

工  事  日  報 
 

 

 

      年度 

 

  工事番号                           

 

  工 事 名                           

 

  工  期                           

 

 

 

 

 

 

 

  受注者名                                                   

 

  現場代理人                                                  

 

  連  絡  先  昼間               夜間             

 

 

 

 

      神奈川県企業庁            営業所      

 

       監督員氏名                           
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

工事日報の取

扱いの見直し 

 

工事週報の取

扱いの追加 

 

前編―４ 

 

 

工事日報・工事週報（様式、記載例） 
工事日報及び工事週報の取扱いと記載方法などについて 

日々の施工に係る履行報告は、原則工事日報で行うこととするが、ダクタイル鋳鉄管及び溶接継手の鋼管・

ステンレス鋼管を使用した送配水管布設工(排水管布設、給水配水管付替、継手接合を行う閉塞工など含む)

以外の工種について、受注者は監督員に事前確認を受けた上で、工事週報による週１回の履行報告に替える

ことができる。 

【 工 事 日 報 】※ 記載内容については記載例も参照のこと 

１ 施工概況図は、施工した範囲等が判るように記入する。なお、施工済は青色、当日施工分は赤色太線と

する。また、工事週報により１週間分の施工内容をまとめた施工概況図により報告することも可能とし、この

場合は工事日報への施工概況図の記載は省略することができる。 

２ 送配水管布設工の施工概況（布設延長等）、配管図、使用材料は工事日報により日々報告するものとす

る。 

３ 施工図は次のことを留意して記入する。 

(1) 配管図には切管寸法、特殊押輪、ライナ、挿し口リング等使用箇所を記入する。 

(2) 縦断勾配で管理する大口径管路については、日々測定した土被情報を記載する。なお、工事週報

で土被情報を報告する場合は、その記載を省略することができる。 

４ 受注者は、特筆して記録したい事項があった場合は、「特記事項」欄に記入する。 

５ 工事週報で履行報告を行う内容は、工事日報への記載を省略することができる。 

【 工 事 週 報 】※ 記載内容については記載例も参照のこと 

１ 工事日報を提出しない工種の履行報告については、工事週報（施工概況図含む）を作成して発注者に

提出する。 

２ 施工概況図（平面図）は、施工した範囲等が判るように記入する。なお、施工済は青色、前週施工分は赤

色太線で記載する。 

３ 実績については、工種毎に前週の各施工日の施工実績を記入する。 

【 提 出 方 法 】 

１ 工事日報は、作業終了日の翌日までに継手ﾁｪｯｸｼｰﾄを添付して受注者から監督員に提出する。 

２ 工事週報（施工概況図含む）は、前週の実績等を記載して週の始めの日（原則月曜日）までを目途

に受注者から監督員に提出する。 

 ３ 工事日報（継手ﾁｪｯｸｼｰﾄ含む）及び工事週報（施工概況図含む）は、電子メールや情報共有システ

ム等により電子ファイル（PDF、Word など）で受注者から監督員に提出すること。なお、紙での提出は

原則不要とする。 

【 その他報告について 】 

１ 受注者は原則、監督員へ現場施工日毎に作業の開始及び終了の連絡と前日の施工実績の報告を

書面によらない方法（電話や情報共有システムの掲示板・スケジュール機能など）により行うこと。ただ

し、夜間工事はこの限りではない。 

２ 受注者は、監督員から変更設計に必要な出来形資料の提出を求められた場合は速やかに提出で

きるようにすること。 

 
 

 

 

 

記 載 方 法 

 
１  施工概況図については、全体略図により施工した位置を記入する。 

   なお、施工済は青色、当日施工分は赤色で塗り、ファックスでも施工区間が確認できるように、施工日

を記入する。 

２  施工概況については、施工した工種、施工数量等及び交通誘導員配置人数を記入する。 

３  特記事項は、施工中の指示、命令事項及びこれらの実施状況、工事中の危険防止及びトラブル、

既設管との連絡工事の状況、管蓋等の処理、現場管理の状況（現場代理人の有無）その他設計図

書及び仕様書に記載された事項に違反するような事項等を監督員が記入する。 

４  施工図は次のことを留意して記入する。 

(1) 配管図には切管寸法、特殊押輪、ライナ、挿し口リング等使用箇所を記入する。 

(2) 断面図は、布設位置がわかるように書く。 

(3) 他の地下埋設物と接近または交差した場合は、その位置関係がわかる詳細図を書く。 

提 出 方 法 

 
 １ 受注者は作業終了日の翌日までに、継手チェックシートを添付しファックス等により監督員に送付す

る。 

 ２ 原則週１回原本を監督員に提出することとするが、工事内容、施工場所等を勘案し、提出回数を適

宜定めてもよい。 

 

 

 

 



水 道 工 事 標 準 仕 様 書 （ 参 考 資 料 ） 新 旧 対 照 表  
 

5 

 

備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

工事日報様式

の見直し 

 

前編―５ 

 

(様式）

工事 工事日報　

天候

設計数量 単　　位 既 施 工 本日施工 累　　計

　　年　　月　　日

受注者名

　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　曜日

施 工 概 況

工　　種

特 記 事 項

施 工 概 況 図

 

 

工事    工事日報 

年 月 日    年    月    日   曜日 天 候  

受注者名  

現場代理人                                                            

 施 工 概 況 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施 工 概 況 

工  種 設計数量 既 施 工 本日施工 累  計 出来高％  

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

  特 記 事 項（局職員記入） 

 課   長 課長補佐 課   員 監督員 監督補助員 
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

工事日報様式

の見直し 

 

前編―６ 

 

　施　工　図

　使 用 材 料

品　名 形状寸法 数　量 単延長 施工延長 品　名 形状寸法 数　量 単延長 施工延長

　(配管図）

交通誘導員配置人数　　　　人

 

 

 施 工 図 

 

（配管図、断面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 使 用 材 料 

品 名 形状寸法 数量 単延長 施工延長  品 名 形状寸法 数量 単延長 施工延長 

           

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

 

 

 

 

交通誘導員配置人数   人 
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

工事日報記載

例の見直し 

 

前編―７ 

 

 

(記載例）

工事 工事日報　

天候 晴

設計数量 単　　位 既 施 工 本日施工 累　　計

110.0 m 110.0 0.0 110.0

102.5 m 32.5 18.799 51.299

1 基

1 基

1 基

1 基

3 箇所

12 箇所

110.5 m

102.5 m

特 記 事 項

　　　　〇〇年〇〇月〇〇日〇曜日

給水口付空気弁
φ75

給水管付替工φ25

給水管付替工φ20

配水管撤去工
CIPφ200

配水管撤去工
CIPφ100

工　　種

配水管布設工
GX(E)DIPφ200
配水管布設工
GX(E)DIPφ100

仕切弁φ200

仕切弁φ100

消火栓φ75移設

施 工 概 況

企〇第〇号　○○市○○１丁目２番付近配水管改良

　〇年〇月〇日

受注者名 株式会社　〇〇工業

施 工 概 況 図

※送配⽔管布設⼯以外の⼯
種の施⼯概況を⼯事週報に
より報告する場合は、⼯事
⽇報において記載を省略す
ることができる。

4

5

6

7

9

10

11

S

12

13

1.3
0.8

SUS20

SUS20

SUS20
SUS20

SUS20

SUS25

SUS20

SUS25

SUS25

B

B´

C

C´

N

※⼯事⽇報の作成にあたって
は、個⼈情報（個⼈の家屋名、
⽔栓番号など）の記載は避け
ること。

※⼯事週報により、１週間分
の施⼯概況図を作成・報告す
る場合は、⼯事⽇報の施⼯概
況図の記載を省略することが
できる。

 

（記入例） 

○○年度 第○○号 ○○市○○１丁目２番付近配水管改良工事    工事日報 

年 月 日     ○○年 １２月 １２日 水曜日 天 候 晴 

受注者名 株式会社  ○○○○○○○工業 

現場代理人           ○○ 太郎                           

 施 工 概 況 図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施 工 概 況 

工  種 設計数量 既 施 工 本日施工 累  計 出来高％  

布設工 NS 形φ100 15.673m      

布設土工φ100 県道 1.7m      

布設土工φ100 市道 13.973m      

接合工φ100(直管) 2.0 口      

接合工φ100(異形管) 5.0 口      

給水管付替工φ20 9.0 箇所      

給水管付替工φ25 1.0 箇所      

仕切弁 2.0 基      

消火栓移設 1.0 基      

空気弁 2.0 基      

給水口付空気弁 2.0 基      

  特 記 事 項（局職員記入） 

※施工延長は材料延長とし、１㎜単位まで記入する。 

 課   長 課長補佐 課   員 監督員 監督補助員 
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

工事日報記載

例の見直し 

 

前編－８ 

 

　施　工　図

　〇布設土被り　測点Ｎｏ〇〇付近　ＤＰ１．５０ｍ

　使 用 材 料

品　名 形状寸法 数　量 単延長 施工延長 品　名 形状寸法 数　量 単延長 施工延長

GX直管 φ100×4.0 4 4.0 16.0

GX乙切管 φ100×1.35 1 1.35 1.35

GX両受曲管 φ100×45° 1 0.16 0.16

GX曲管 φ100×45° 3 0.42 1.26

GXライナ φ100 1 0.029 0.029

　(配管図）

交通誘導員配置人数　　〇　人

17
～15

80 80

340
80

-2
46

1350
80 340

80

340
29

14

4000

3×4000

GX形　曲管
φ100×45°

GX形　曲管
φ100×45°

GX形　両受曲管
φ100×45°

※配管図に限らず、必要に応じて
布設断⾯図等の記載も可能

※縦断勾配で管理する⼤⼝径管路の布設の場合は⽇々測定した⼟被を記載する。
※縦断図の無い⼩⼝径管は、⽇々の⼟被情報の記載を省略することができる。
ただし、設計⼟被りと変更があった場合は記載する。

※⼟被情報について⼯事週報で報告する場合は、⼯事⽇報において記載を省略できる。

※交通誘導員の配置⼈数を⼯事週報で報告
する場合は、⼯事⽇報において記載を省略
できる。

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 使 用 材 料 

品 名 形状寸法 数量 単延長 施工延長  品 名 形状寸法 数量 単延長 施工延長 

NS 直 管 φ100×4.0 5 4.0 20.0       

NS 甲切管 φ100×2.7 1 2.7 2.7 

 

     

NS 甲切管 φ100×1.0 1 1.0 1.0      

NS 曲 管 φ100×45° 2 0.446 0.892      

NS ライナ φ100 3 0.027 0.081      

切管用挿口リング φ100 2       

          

          

          

          

          

計    24.673 計     

 

 

 

 

交通誘導員配置人数  2 人 
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

記載例の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

記入例（給水管付替工（鉛管解消）） 
 
  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

例．１（取出しからメータ廻りまで鉛管を使用している） 

Ｍ 

官民境 

６．５m １．５m １．３m 
道路内解消延長 

宅地内解消延長 
残延長 

鉛管 

（水栓番号、水栓番号） 

既設管が鉛管の

場合は残延長を

計測する 

同じ内容の場合

は水栓番号を並

べて記載できる 

請負業者にて、道路

内、宅地内の解消延

長が明確に分かるよ

うに記載すること 

例．２（取出しから第１止水栓まで鉛管を使用している） 

（水栓番号） 

例．３（官民境で既設管と付替えをしている） 

例．１と同様 

官民境 

Ｍ 

６．５m ２．５m 
道路内解消延長 残延長 

鉛管 

官民境 
Ｍ 

（水栓番号） 

６．５m １．５m 
道路内解消延長 

宅地内解消延長 
鉛管 他管種 

※ 鉛管延長は、請負業者にて計測し、別途様式を作成し記載して提出。職員によって検査時に確認を行う。 
※ 宅地延長（解消・残延長）にはメータ前後延長が含まれている。 
※ ＰＬＵは鉛管に含まない。 
※ 延長は立ち上がり部を含めた、全延長を計ること。 

引き出し線を引く 

例．４（官民境にあるメータまで付替えをしている） 

Ｍ 

官民境 

１．７m 
道路内解消延長 宅地内解消延長 

鉛管 

６．５m 

乙止水栓まで取替

える場合は、記号

を記入する 

メータ前後 

上 下 

メータ前後 

上 下 

メータ前後 

上 下 

メータ前後 

上 下 

メータ前後が鉛管

で、解消した場合

に○をする。 

水平延長ではなく、立

ち上がり延長を含め

た全延長を計る。 
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

工事週報の様

式の追加 

 

前編―９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 年 月 日

至 年 月 日

日
天候

作業時間帯

累計
日 月 火 水 木 金 土

0.0 0.0
0.0 0.0
0.0 0.0
0.0 0.0
0.0 0.0
0.0 0.0
0.0 0.0

0.0 0.0
0.0 0.0

0.0 0.0
0.0 0.0
0.0 0.0
0.0 0.0
0.0 0.0

0.0 0.0
0.0 0.0
0.0 0.0
0.0 0.0

（備考欄）

実績

9月

実　　　　績
（前　週　施　工　分）

備　　　　考工種 細別 単位
設計
数量

既施工

＜様式＞　　　　　　　　　　　 　　工 事 週 報

工 事 名 ： 受 注 者 ：

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

工事週報の様

式の追加 

 

前編―１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜様式＞

自 年 月 日
至 年 月 日

※前週の施工実績は赤色太線、既施工は青色線で記載する。

工 事 週 報　施 工 概 況 図（ 平 面 図 ）

工事名

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

工事週報記載

例の追加 

 

前編―１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 令和〇 年 9 月 22 日

至 令和〇 年 9 月 28 日

令和〇年度　企〇第〇号〇〇市〇〇丁目〇番付近配水管工事 ㈱○○工業

日 22 23 24 25 26 27 28
天候 晴 晴 晴 雨 晴

作業時間帯 昼 昼 昼 休工 昼

累計
日 月 火 水 木 金 土

配水管 0.0 0.0
　布設工 0.0 0.0

0.0 0.0
弁栓類 仕切弁φ200 基 1 1 0.0 1.0
　設置工 仕切弁φ100 基 1 1 0.0 1.0

消火栓（移設）φ75 基 1 1 0.0 1.0
給水口付空気弁φ75 基 1 0 1.0 1.0 1

給水管 φ25 箇所 3 0 0.0 0.0
　付替工 φ20 箇所 12 3 3.0 6.0 3

弁栓類 仕切弁φ200 基 1 0 0.0 0.0
　撤去工 仕切弁φ100 基 1 0 0.0 0.0

消火栓（単口）φ75 基 1 0 0.0 0.0
配水管 CIPφ200 ｍ 110.5 0 0.0 0.0
　撤去工 CIPφ100 ｍ 102.5 0 0.0 0.0

本復旧工 Ａｓ舗装工　5cm ｍ 740.0 0 0.0 0.0
Ａｓ舗装工　15cm ｍ 10.0 0 0.0 0.0
区画線工 式 1 0 0.0 0.0

交通誘導 Ｂ（昼） 人 180 100 14.0 114.0 4 4 2 4

　警備員

（備考欄）
〇月〇日　第１回　施工計画書の提出

工種 細別

9月

実　　　　績
（前　週　施　工　分）

備　　　　考単位
設計
数量

既施工 実績

＜記載例＞　　　　　　　　　　　 　　工 事 週 報

工 事 名 ： 受 注 者 ：

（留意点）
１．電子メール、情報共有システム等で電子ファイルにて監督員に提出する。
２．施工概況図（平面図）は、前週の施工実績がわかるように記載する。
３．工事日報で全ての履行報告を行う場合は、工事週報の提出は不要とする。
４．工事週報作成において、個人情報（個人の家屋名、水栓番号など）の記載は避けること

（ 工 事 日 報 参 照 ） （ 工 事 日 報 参 照 ）

※工事日報を提出している工種については、
記載を省略することができる。

※備考欄には施工計画書提出日や立会日などを記入。た
だし、別途週間工程表などで報告を行う場合は記載不要。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

工事週報記載

例の追加 

 

前編―１２ 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜記載例＞

自 令和〇 年 9 月 22 日
至 令和〇 年 9 月 28 日

※前週の施工実績は赤色太線、既施工は青色線で記載する。

工 事 週 報　施 工 概 況 図（ 平 面 図 ）

工事名 令和〇年度　企〇第〇号〇〇市〇〇丁目〇番付近配水管工事

※給配水管付替箇所は付替が完了した日がわ
かるように記載する。

※縦断図のない小口径管路の布設については、

設計土被と変更が生じた場合は、その箇所

（区間）がわかるように記載する。

※撤去工・舗装工などにおいても施工範囲
（施工箇所）がわかるように記載する。

給配水管付替実績一覧
施工日 付替箇所

〇月〇日 ④、⑤、⑨

（※縦断勾配で管理する大口径管路の布設の場合）

（※測定箇所については、測点Noのほか、管Noなど
箇所が特定できる情報でも可）

土被一覧
施工日 測定箇所 土被(m)

〇月〇日 No1+10　付近 1.20
〇月〇日 No1+13　付近 1.20
〇月〇日 No1+18　付近 1.20
〇月〇日 No1+21　付近 1.25
〇月〇日 No1+24　付近 1.30

N

百合が丘公会堂

百合が丘一丁目
東遊園地

(有)ハイブ
リッド技研

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

14

S

S

S

T.
DI
Pφ

20
0m
m(
S5
6)

GX
.D
IP
φ
10
0m
m(
R1
)

NS.DIPφ100mm(H11)

GX
.D
IP
φ
20
0m
m(
R1
)

NS.DIPφ100mm(H15 一部施工No.864)

T.DIPφ100mm(S56)

S

S

S

S

●

15

12

13

配
水
管
布
設
工
　
GX
.D
IP
(E
)φ

10
0

L=
10
0.
0m

配水管布設工　GX.DIP(E)φ200mm
L=110.0m

配水管布設工　GX.DIP(E)φ100mm
L=2.5m

GX形ソフトシール仕切弁設置工　φ200
レジンコンクリート筐
1号筐用蓋

GX形ソフトシール仕切弁設置工　φ100
レジンコンクリート筐
1号筐用蓋

消火栓設置工　φ75mm
コンクリート筐（浅埋用）
3号筐用蓋

給水口付空気弁設置工　φ75mm
コンクリート筐（浅埋用）
3号筐用蓋

町野式排水弁設置工　φ65mm
コンクリート筐（浅埋用）
3号筐用蓋

S

配水管布設工　SUSφ50mm
連絡土工C

S

配水管布設工　SUSφ50mm
連絡土工D　DP=1.2m

不断水取出工B
φ100×φ50

スリースバルブ設置工　φ50
ネジ筐

1.
4

0.
8

1.3
0.8

SU
S2
0

SU
S2
0

SUS
20

SUS20

SUS20

SUS20
SUS20

SUS20

SUS25

SUS20

SUS25

SUS25
S
US
20

SU
S2

0

S
US
20

A

A´

HI
VP
φ
50
mm
(S
44
) B

B´

C

C´

1.
4

1.
1

L=1.7m
L=1.7m

L=1.6m
L=1.6mDP=1.15m

(C・A・P)

(C・A・P)

平面図　S=Non Scale

※施工概況図への個人情報（個人の家屋名、

水栓番号など）の記載は避けること

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

給水台帳修正

の様式の見直

し 

 

後編―５ 

 

 

1.00 5.00

6.00

4..50

5.10

2.25

1
.
00

5.00

3
.
50

給　水　台　帳　修　正

水栓番号

工事名

受注者名

本管管種口径

123456 装置場所 ○○市○○１丁目○○番○○号

○○第12号　○○市○○丁目○○番付近配水管改良工事

○×建設（株） 給水管付替業者名 （有）△×設備

GX　φ100 給水管管種口径 SUSφ20 完成年月 △△○○年○○月

《位置図》

《平面図》

○○１丁目

申請地

○○番地

○○番地

○○番地

Ｍ

サドル付分水栓φ100×φ20

ＳＵＳφ２０
ＤＰ０．７

接続箇所　　□道路内　□宅地内

道路境界
民地境界

汚水ﾏﾝﾎｰﾙ

既設ＶＰφ２０

メーター用波状継手φ２０

《立面図》

2.
0

+0.3

-0.3

2.
0 1.
0

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ

後編 ５

Ｌ

絶縁型

G
X(
M
)φ

10
0
mm

D
P0
.
7

GX
(
E
)φ

10
0
mm

DP
0
.
7

市道As舗装

t=5cm

(E)

※道路内付替の場合は、既設管との接続箇所のオフセットを記載し、
（補足事項）

宅内引き込み位置のオフセットは省略することができる。
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

記載内容の 

修正 

 

後編―３９ 
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

記載内容の 

修正 

 

後編―５３ 
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備考 改正（令和７年４月） 現行（令和６年４月） 

 

 

運用方法等の

見直し 

 

後編―６５ 

 

 

 

材料検査（確認）願（約款の運用基準第２４号様式） 
 
 

 
 

 
材 料 検 査 （ 確 認 ） 願 

 
   年   月   日 

監督員：          殿 
請 負 業 者 名：                
主任技術者又は                

 
現場代理人氏名：               

連絡先：               
 

工事名：                  
 

 標記工事について、工事請負契約書第 13 条第 3 項の規定により、下記の材料検査（確認）を請求 
します。 

材 料 名 品質規格 単位 搬入数量 
確 認 欄 

備 考 
確認年月日 確 認 方 法 合格数量 確認印 

         

         

 
        

GX 形 

直管 

φ 100×

4m 
本 40 

令和 7 年

11 月 1 日 
目視 40 

 
 

GX 形 

継輪 
φ100 個 2 〃 〃 2 〃  

 

押印（姓のみの署名も可能、記名(印字)不可） 

① 施工計画打合せ時に、対象となる材料を監督員と確認する。 

② 受注者は、対象材料を使用する前に「材料検査(確認)願」を監督員に提出する。 

③ 「情報共有システム(ASP方式)」、電子メールなどによる提出も可能とする。 

④ 「材料検査(確認)願」を提出した場合は、「確認・立会願」の提出は不要とする。 

・搬入数量は受注者が記入し、確認年月日、確認方法及び合格数量は監督員が記入し、確認印欄に押印※する。

※姓のみの署名も可能とする。記名（印字）のみは不可） 

・備考欄は、確認において指示を受けた事項及び材料の品質、規格等で特記すべき事項があれば記入する。 

・確認欄において、確認する材料が複数ある場合、２品目以降は「〃」マークなどで簡略化することも可能。 

（記載例） 

押印 

 

 

材料検査（確認）願（約款の運用基準第２４号様式） 
 
 

 
 

材 料 検 査 （ 確 認 ） 願 
 

   年   月   日 
監督員：          殿 

請 負 業 者 名：                
主任技術者又は                
現場代理人氏名：               

連絡先：               
 

工事名：                  
 

 標記工事について、工事請負契約書第 13 条第 3 項の規定により、下記の材料検査（確認）を請求 
します。 

材 料 名 品質規格 単位 搬入数量 
確 認 欄 

備 考 
確認年月日 確 認 方 法 合格数量 確認印 

         

         

         

         

         

 
 

監督員の印 

① 施工計画打合せ時に、対象となる材料を監督員と確認する。 

② 受注者は、対象材料を使用する前に「材料検査(確認)願」を監督員に提出する。 

・搬入数量は受注者が記入し、確認年月日、確認方法及び合格数量は監督員が記入し、確認印を押印する。 

・備考欄は、確認において指示を受けた事項及び材料の品質、規格等で特記すべき事項があれば記入する。 
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